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浜岡原発の永久停止、老朽化した敦賀原発・美浜原発の延命中止と 

再生可能エネルギーへの転換の促進を求める意見書提出について 
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浜岡原発の永久停止、老朽化した敦賀原発・美浜原発の延命中止と 

再生可能エネルギーへの転換の促進を求める意見書 

 

政府は、近い将来発生が予想される東海地震の震源域のほぼ真ん中にある、中部電力浜

岡原子力発電所の運転停止を中部電力株式会社に要請し、中部電力は臨時取締会で、浜岡

原発のすべての原子炉の運転停止を受け入れました。 

 しかし中部電力が受け入れたのは、中長期的な地震・津波対策補強工事が終わるまでの

２～３年の間の一時停止に過ぎません。たとえ現在中部電力が計画している防波壁などが

できても、予想される地震や津波の被害を完全に防げる保証はありません。運転を停止し

ても完全に危険がなくならないことも、停止中だった福島原発４号機などの例で明らかで

す。 

 浜岡原発は、東海道新幹線や東名高速道路など、日本列島の東西を結ぶ大動脈が近くを

通り、いったん事故を起こせば広範囲に大きな被害を及ぼすことは明らかです。浜岡原発

は一時停止にとどまらず、永久停止すべきです。また中京圏、関西圏から１００キロメー

トル圏内にある老朽化した敦賀原発・美浜原発の延命も中止し、廃炉すべきです。 

 また原発は、多重防護の対策がとられているから安全だという、つくられた「安全神話」

は完全に崩壊しました。新たな原発震災を繰り返さないためにも、再生可能エネルギーへ

の転換を進めるべきです。 

ドイツではすでに、発電量の１６％（福島原発１号機の２５基分）を再生エネルギーで

まかない、さらに２０３０年に３０％以上、２０５０年には８０％をめざし、長期的な戦

略として再生可能エネルギー計画を立てています。 

 日本は、原発依存のエネルギー政策から脱却し、太陽光・熱、風力、水力、地熱、波力、

潮力、バイオマスなど再生可能エネルギーへの転換を決断し、大胆な目標とそれを実行す

るプランを策定すべきです。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 
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